（様式1）
令和　　年　　月　　日
奈良県知事　殿
所在地
名称
代表者氏名
参　加　申　込　書
次の件について、企画提案の参加を希望するので申し込みます。なお、提案者の参加資格要件についてすべて満たしており、提出書類内容について事実と相違ないことを誓約します。
件名：中小企業等賃上げ促進事業 業務委託
書類送付先連絡先
	住所
	〒


	(フリガナ)
担当者職氏名
	


	電話・FAX番号
	


	メールアドレス
	






（様式2）
事業者の概要
R8.5.1 現在
	名称
	

	本店所在地
	〒


	代表者職氏名
	

	県内事業所所在地
	〒


	設立年月日
	

	業務内容等
	


※事業者の概要が記載されたパンフレット等があれば、別途提出してください。


（様式3）
令和　　年　　月　　日
奈良県知事　殿
所在地
名称
代表者氏名
企画提案書
　次の件について、企画提案書を提出します。
件名：中小企業等賃上げ促進事業 業務委託


（様式4）
同種業務受注実績
1.システム構築又は機能提供に関する業務
	受託事業名
	
	委託者名
	

	受託期間
	
	受託金額
	

	業務概要
	



	受託事業名
	
	委託者名
	

	受託期間
	
	受託金額
	

	業務概要
	




2.事務局運営に関する業務
	受託事業名
	
	委託者名
	

	受託期間
	
	受託金額
	

	業務概要
	



	受託事業名
	
	委託者名
	

	受託期間
	
	受託金額
	

	業務概要
	



※この公告に係る契約締結年度を除き過去5年間に国又は地方公共団体と種類
をほぼ同じくする実績を記入すること。


(様式5)
業務実施体制
1. 業務統括責任者
	所属・役職
	
	氏名
	

	年　　齢
	歳
	実務経験年数
	年

	保有資格
	

	担当業務
	


	業務実績
	




2. 事務局運営業務統括責任者
	所属・役職
	
	氏名
	

	年　　齢
	歳
	実務経験年数
	年

	保有資格
	

	担当業務
	


	業務実績
	




※適宜、様式を追加して使用してください。


(様式5)
3. 担当者
	所属・役職
	
	氏名
	

	年　　齢
	歳
	実務経験年数
	年

	保有資格
	

	担当業務
	


	業務実績
	




	所属・役職
	
	氏名
	

	年　　齢
	歳
	実務経験年数
	年

	保有資格
	

	担当業務
	


	業務実績
	




	所属・役職
	
	氏名
	

	年　　齢
	歳
	実務経験年数
	年

	保有資格
	

	担当業務
	


	業務実績
	



(様式6)
提案内容
	(1)  共通事項
	ｱ 実施体制

	全体の業務実施体制を図示すること。また、各業務の主担当を明示し、再委託予定がある場合はその範囲を示すこと。

	


(様式6)
提案内容
	(1)  共通事項
	ｲ 実施手順(スケジュール)

	契約締結から業務完了に至るまでの全体スケジュールについて提案すること。また、システム機能提供及び事務局設置・運営について、給付金申請受付開始までに必要となる準備を具体的に示すこと。

	


(様式6)
提案内容
	(2) システム機能提供
	ｱ 機能要件

	機能提供するシステムの概要(システム構築日・利用実績等)を示すとともに、仕様書に示す機能要件の他、事務の円滑な執行に効果的・効率的な機能を提案すること。

	


(様式6)
提案内容
	(2) システム機能提供
	ｲ 性能・信頼性要件

	想定されるシステム障害を例示し、その障害に対する対応策・再発防止策を示すとともに、導入するバックアップツールやジョブ管理ツールを示し、バックアップを行う頻度及びリカバリー方法を提案すること。

	


(様式6)
提案内容
	(2) システム機能提供
	ｳ セキュリティ要件

	システム運用にあたり、想定される技術的・人的なセキュリティに関する課題を示すとともに、その課題への対応策を具体的に示すこと。

	


(様式6)
提案内容
	(3) 事務局設置・運営
	ｱ 事務局運営体制

	事務局全体の人員・組織体制について提案し、申請収受から給付までのフロー図を示すこと。また、問い合わせ件数が急増した際の対応についても提案すること。

	


(様式6)
提案内容
	(3) 事務局設置・運営
	ｲ 審査業務・振込業務

	効果的かつ適切な審査手法を提案するとともに、円滑な振込業務ができる処理手法及び体制について提案すること。

	


(様式6)
提案内容
	(3) 事務局設置・運営
	ｳ WEBサイト構築

	構築するWEBサイトのレイアウト(案)を提案すること。また、想定される「よくある質問」に対する回答及び「不備事例」に対する対処法を示すこと。

	


(様式7)
令和　　年　　月　　日
奈良県知事　殿
共同企業体委任状

代表企業　住　所　　　　　　　　　　　
　　　　　名　称　　　　　　　　　　　
　　　　　代表者　　　　　　　　　　㊞
構成企業　住　所　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　㊞
構成企業　住　所　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　㊞
私は下記の共同企業体の代表企業を代理人と定め、当グループが存続する間、次の権限を委任します。
受任者
共同企業体の代表企業　　住　所
　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　代表者
権限を委任する事項
1. 「中小企業等賃上げ促進事業 業務委託」の公募に係る申請関係書類の作成及び提出
2. 「中小企業等賃上げ促進事業 業務委託」に関する委託契約の締結
受任者印
	



(様式8)
共同企業体一覧
	代表企業等
	名　称(氏名)：
所在地(住所)：

	
	担当者氏名：
所　　　属：
 　　 TEL：　　　　　　　FAX：
E-mail：

	
	業務における役割：

	構成企業等
	名　称(氏名)：
所在地(住所)：

	
	担当者氏名：
所　　　属：
 　　 TEL：　　　　　　　FAX：
E-mail：

	
	業務における役割：

	構成企業等
	名　称(氏名)：
所在地(住所)：

	
	担当者氏名：
所　　　属：
 　　 TEL：　　　　　　　FAX：
E-mail：

	
	業務における役割：



※適宜、様式を追加して使用してください。


(様式9)
○○共同企業体協定書（例）
（目的）
第1条 当共同企業体は、中小企業等賃上げ促進事業 業務委託の公募に関する業務について、協力して実施していくことを目的とする。
（名称）
第2条 当共同企業体は○○共同企業体(以下「企業体」という。)と称する。
（代表企業の住所及び名称）
第3条 企業体の代表企業は以下のとおりとする。
所在地：
名　称：
代表者：
（構成企業の住所及び名称）
第4条 企業体の構成企業は以下のとおりとする。
所在地：
名　称：
代表者：
所在地：
名　称：
代表者：
所在地：
名　称：
代表者：
（代表者の権限）
第5条 企業体の代表企業は、公募に関して奈良県と協議する権限及び企業体に属する財産の管理に関する権限を有するものとする。
（運営委員会）
第6条 企業体は、代表企業及び構成企業の全員をもって運営委員会を設け、公募の内容等について協議のうえ決定するものとする。


（代表企業及び構成企業の責任）
第7条 構成企業は、公募に関して、連帯して責任を負うものとする。なお、この場合、構成企業の間で役割を定めた場合であっても、その役割以外の部分についても連帯して責任を負うものとする。
（権利義務の譲渡制限）
第8条 本協定書に基づく権利義務は、第三者に譲渡することができない。
（構成企業の脱退に関する措置）
第9条 構成企業は、企業体の構成員全員の意思に基づき、企業体の設立の趣旨を逸脱しない範囲で新たな組織(企業体、株式会社等)に移行する(以下「新組織への移行」という。)までは企業体から脱退することはできない。ただし、奈良県が妥当であると認め、承認した場合にはこの限りでない。
２　前項の規定により脱退した構成企業がある場合は、代表企業及び残存構成企業が責任をもってその義務等を完了するものとする。
（構成企業の除名）
第10条 企業体は、構成企業のうちいずれかが、新組織への移行までに重要な義務の不履行等生じた場合は、他の構成企業及び奈良県の承認により当該構成企業を除名することができる。
２　前項の場合において、除名した構成企業に対しては、その旨通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成企業が除名された場合においては、前条第２項を準用する。
（構成企業の破産又は解散に関する措置）
第11条 構成企業のいずれかが新組織への移行までに破産又は解散した場合は、第9条第2項を準用する。
（代表企業の変更）
第12条 代表企業が脱退若しくはその責務を果たせなくなった場合には、従前の代表企業に代えて、構成企業全員及び奈良県の承認により残存構成企業のいずれかを代表企業としなければならない。
（解散時期）
第13条 企業体は、新組織への移行が完了するまで解散することができない。ただし、他の事業者等が中小企業等賃上げ促進事業 業務委託に関する委託契約を締結した時点で解散できるものとする。
２　企業体の構成員全員の意思に基づき、新組織への移行がなされた場合は、奈良県の承認により、企業体を解散することができる。
（協定書に定めのない事項等）
第14条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
　　○○○ほか○社（者）は、上記のとおり○○共同企業体協定を締結したので、その証としてこの協定書○通を作成し、各通に代表企業及び構成企業が記名押印し、各自所有するとともに、奈良県へ１通提出するものとする。
令和　　年　　月　　日
○○共同企業体
　(代表企業)
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　(構成企業)
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　(代表企業)
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　(代表企業)
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


（様式10）
令和　　年　　月　　日
奈良県知事　殿
所在地
名称
代表者氏名
質問票
中小企業等賃上げ促進事業 業務委託について、下記の事項について質問します。
	


簡潔に箇条書きで記入してください。

